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1放送の主な分類

地上放送

衛星放送

テレビ

ラジオ

BS放送

CS放送

中波（AM）

超短波（FM）

地上放送

有線放送

東経110度ＣＳ放送

ＢＳ放送

東経124/128度
ＣＳ放送

有線放送
（ケーブルテレビ等）

※BS…Broadcasting Satellite、放送衛星。

※CS…Communications Satellite、通信衛星。

※ＩＰマルチキャスト方式によるものを含む。

※このほか、短波放送

東経124/128度

東経110度
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放送メディアの収入 2024年度３兆5,898億円

• 放送メディアの市場規模は、2024年度において、３兆5,898億円となっている。
• 各放送事業者のシェアは、地上系民間基幹放送事業者が60.8％、NHKが17.1％、有線テレビジョン放送事業者

が13.2％、衛星系民間放送事業者が8.9％を占めている。
• 2007年度（４兆740億円）にピークを迎えた後、放送メディアの収入は減少傾向にある。

（注）「地上系民間基幹放送事業者」にはコミュニティ放送事業者を含めていない。

有線テレビジョン
放送事業者

4,740億円(13.2%)

衛星系民間放送事業者
3,200億円(8.9%)

地上系民間基幹放送事業者
2兆1,833億円(60.8%)

ＮＨＫ
6,125億円(17.1%)

・受信料を財源

・主に広告料収入を財源

公共放送 互いに切磋琢磨

二元体制民間放送

＝

【衛星系民間放送事業者内訳】

ＢＳ放送 2,051億円（5.7%）

ＣＳ放送 1,149億円（3.2%）

放送メディアの市場規模

【地上系民間基幹放送事業者内訳】

 テレビジョン放送単営（96社）  1兆8,898億円（52.6%）

 ＡＭ放送・テレビジョン放送兼営（31社） 1,896億円 （5.3%）

ラジオ単営（67社） 1,039億円 （2.9%）
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（出典）総務省「インターネットとの向き合い方～はじめてのアテンション・エコノミー～」 「インターネットとの向き合い方～はじめてのフィルターバブル＆エコーチェンバー～」
 「インターネットとの向き合い方～ニセ・誤情報にだまされないために～第２版」

インターネットを含めた情報空間における課題
• インターネット空間では、アテンションエコノミーが形成され、フィルターバブルやエコーチェンバー、偽・誤情報といった問

題が顕在化。



4メディアごとの重要度・信頼度
• 「情報源としての重要度」については、「テレビ」が概ね全年代で高く、「インターネット」は70代を除き高い傾向。
• 「各メディアの信頼度」については、「テレビ」、「新聞」が概ね全年代で高い。
• 「テレビ」について経年比較すると、重要度は情報源・娯楽ともに緩やかに低下傾向だが、信頼度は概ね横ばいで

推移。

（出典）総務省 「情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」各年度に基づき作成
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※調査対象は、2022年以前は13歳から69歳までの男女。2023年以降は、13歳から79歳までの男女。

テレビの重要度と信頼度の推移



5イデオロギーとマスメディアへの信頼度の関係
• 民間シンクタンクの調査によれば、米国では、マスメディアの「信頼度」は、保守層かリベラル層かといった、その人が

持つイデオロギー傾向によって、大きな差があることが知られている一方、日本では、米国と異なり、マスメディアの
信頼度について、イデオロギーによる偏りがほぼ見られない。

（出典）スマートニュースメディア研究所 ウェブサイト（SMPP調査レポート①）から抜粋



6放送の価値・役割

• 「デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会」において、取りまとめられた放送の役割は
以下のとおり。

第２章  デジタル時代における放送の意義・役割
３．第２章小括

(略)
放送は、これまで、国民の「知る自由」を保障し、災害情報や地域情報等の「社会の基本情報」

の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった社会基盤としての役割を果たしながら、
健全な民主主義の発達に貢献してきた。

今、インターネットを含めて情報空間が放送以外にも広がる一方でインターネット空間ではフェ
イクニュース等の問題が顕在化する中、取材や編集に裏打ちされた信頼性の高い情報発信、「知
る自由」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進といった放
送の価値は、情報空間全体におけるインフォメーション・ヘルスの確保の点で、むしろこのデジ
タル時代においてこそ、その役割に対する期待が増している。

(略)

（出典）デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ(第１次) から抜粋



7放送を取り巻く社会環境の変化
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世帯主別普及率 「テレビ」 対 「スマートフォン」

（出典）内閣府「消費動向調査」 （出典）野村総合研究所「ITナビゲーター2026年版」
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チューナー付きテレビ・コネクテッドテレビの世帯普及率

※ 今後、チューナーレステレビ市場に大手事業者が参入した場合の予測。

• テレビは若年層を中心として逓減傾向にあるが、スマートフォンは堅調に伸びている。
• 民間調査の推計によれば、放送波を受信できるテレビ機器の世帯普及率は今後更に低下。一方、インターネットに

結線されたテレビ機器（コネクテッドテレビ）の世帯普及率は上昇見込み。



8放送を取り巻く社会環境の変化
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ラジオ聴取時間 （出典）総務省「令和６年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」

テレビ（ﾘｱﾙﾀｲﾑ）視聴（赤）： 154.7分
インターネット利用（青）  ： 181.8分

ネット利用とテレビ（リアル
タイム視聴」が逆転

主なメディアの平均利用時間（全年代・平日）
（分）

※テレビの視聴時間はリアルタイム視聴のみ（録画視聴を含まない）
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• 2023年には「ネット利用」が「テレビ（リアルタイム）視聴」を初めて超過。
• 若年層のテレビ離れが顕著だが、40代以上はテレビ（リアルタイム）視聴が引き続き多い。
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（出典）電通「2025年日本の広告費」
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インターネット広告は、
2025年の時点で約4兆円規模

地上波テレビ広告は、
2025年の時点で約1.6兆円規模

テレビとネット
が逆転

日本の広告市場の推移
• 2019年、インターネットの広告費が地上波テレビの広告費を上回り、現在その差は２倍以上に拡大している。
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放送事業者別の売上高の推移
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• イベントの復活、広告収入の伸び等によりコロナ禍の影響からは回復基調。
• コロナ禍以前の水準までは回復していないが、地上波テレビ・ラジオは2024年度に売上高が微増。

（ケーブルテレビは2018年度から6年連続、衛星放送は2023年度から減少）

※ 「ケーブルテレビ事業者」は、全事業のうちケーブルテレビ事業のみの売上高。

衛星放送（BS放送） ラジオ単営社

キー局・準キー局

ローカルテレビ局（AM兼営社含む）
※ 売上高50億円以下の局は、

43社（2004年度）から64社（2024年度）に増加。



11地域ブロックごとの将来推計人口

（出典） 「日本の地域別将来推計人口 令和５（2023）年推計」（国立社会保障・人口問題研究所） 結果表１を基に各地域ブロックごとの推移グラフを総務省において作成したもの。
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年

• 将来に向かって人口減少が進む。沖縄を除く地方部において、減少度合いは大きい。



12放送対象地域ごとの民間地上テレビジョン放送事業者の平均売上と人口の関係

（出典）「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（2024年度）及び各社決算資料（2024年度）を基に総務省作成
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※ グラフは、関東広域圏、中京広域圏及び近畿広域圏の地域を除外して作成。

• 放送対象地域ごとの民間地上テレビジョン放送事業者１社当たりの平均売上と人口の関係を見ると、人口が多い
地域は売上平均も高い傾向にある。
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13放送対象地域ごとの民間地上テレビジョン放送事業者数と平均売上の20年間の推移

（出典）各社決算資料等を基に総務省作成
※ グラフは、関東広域圏、中京広域圏及び近畿広域圏の地域を除外して作成。
※ 鳥取県及び島根県並びに岡山県及び香川県の放送対象地域は各２県を併せた区域。

放送対象地域内のテレビ放送事業者の平均売上（億円）

• テレビ放送の放送対象地域ごとの平均売上を2004年度と2024年度で比較すると、３事業者以上の地域におい
て平均売上が低下傾向にある。

2事業者
 以下

３事業者

４事業者

５事業者

2024年

2004年

凡例

60 80 100 120 140 16020 40

放送対象地域内の
テレビ放送事業者数



14民間地上テレビジョン放送事業者の収入源の推移
• 東名阪テレビ社、ローカル局ともにスポット収入は減少傾向、タイム収入も微減傾向が見られる。
• 放送外収入（※）については、東名阪テレビ社はコロナ禍以降増加傾向、ローカル局は横ばいとなっている。

※ 売上高からタイム＋制作収入及びスポット収入を除いたもの。
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（出典）「日本民間放送年鑑」各年度を基に総務省作成



15放送関連、配信関連市場の推移
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※1 「NHKの受信料収入」のみ年度ベース。また、2025年度の受信料収入は実績値ではなく、2024年度予算策定時の見込み値。
※2 「AVOD市場」はインストリーム広告（動画コンテンツの前、中、後に再生する動画ファイル形式の広告）の市場規模。電通調査において当該分類が登場した2020年の数値から記載。

アウトストリーム広告（ディスプレイ広告枠等動画コンテンツ外で表示されるビデオ広告）は含まれない。

９年で-11％

９年で＋490％
９年で-14％

５年で＋191％

５年で＋124％

（出典）電通「2025日本の広告費」、GEM Partners「動画配信（VOD）市場５年間予測（2026-2030年）レポート」、NHK予算・決算資料を基に総務省作成

（※1）
（※2）

• 放送関連の市場（地上波テレビ広告市場、NHK受信料収入）は近年縮小傾向。
• 一方、動画配信市場は、定額制動画配信（SVOD）市場、広告制動画配信（AVOD）市場ともに拡大傾向。
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（出典）GEM Standard ウェブサイト（https://www.gem-standard.com/columns/1583）

定額制動画配信（SVOD）サービスの国内市場の状況
• 2025年の定額制動画配信（SVOD）サービスの国内市場規模は6,017億円（前年比14.3%増）。
• 国内民放系配信サービス（Hulu、TELASA、FOD）の市場シェアはそれぞれ５％以下。



17TVerの概要
• 民間放送各社が制作したテレビ番組を、無料で視聴できる広告付きの配信サービス。
• 一部の番組を放送終了後一定期間視聴可能。見逃し配信のほか同時配信、追っかけ再生も実施。2026年1月の

月間動画再生数は6.3億回。

（出典）TVerのウェブサイト、報道発表、
放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム第２回会合配布資料等を基に総務省作成

サービス名 TVer（ティーバー）
開始時期 2015年10月26日

配信実績

・118社で番組配信実績有、番組の配信は在京５社、
在阪５社、BS10社、ローカル98社（2025年1月クー
ル期間）
・2023年５月より、ローカル局がTVerに直接コンテンツを
提供・配信可能な仕組みを開始し、80社から申込、
70局で配信実績あり（2025年10月時点）

提供期間等 原則１週間（放送終了後から次回放送まで）
料金 無料

視聴環境
・パソコン
・スマートフォンアプリ
・タブレットアプリ
・テレビアプリ

配信コンテンツ
・3,700番組以上の見逃し配信を実施
（2025年1月クール期間）
・オリジナルコンテンツ有

広告 広告付き（運用型広告も実施）
字幕 2020年４月から一部のドラマ番組で対応開始

倍速再生 2020年９月から対応開始
2015年 2026年

4,000万

2,000万

5,000万

3,000万

1,000万

2025年2015年

8,000万

4,000万

10,000万

6,000万

2,000万
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36%

29%

12%

3%

18% 2%

85%

9%
4% アニメ

ドラマ

バラエティ

スポーツ

ドキュメンタリー

その他

※ PwC「PwC Global Entertainment and Media Outlook 2021-2025, www.pwc.com/outlook」、imarc「Digital Video Content Market」

ジャンル別割合

地域別割合

放送コンテンツの海外展開状況

（参考）実写放送コンテンツの海外市場規模等の仮推計

海外輸出額（回答実績）：176.4億円

※日本発コンテンツの海外市場規模を20兆円（2033年度）に拡大する政府目標に関連することから、推計手法を検討中。

海外輸出額等（推計）：192.3億円 海外市場規模（推計）：637.9億円未回答分等を推計 市場規模を推計

海外輸出額
（億円）

※ 本アンケート調査は、設定目標との関係から、2015年度調査の回答社等を基本の集計対象としている。
※ 海外輸出額とは、番組放送権、インターネット配信権、ビデオ・DVD化権、番組フォーマット・リメイク権、商品化権等

の海外売上高の総額である。

令和6年度
（2024年度）

アニメが8.5割を占めるが、
実写の割合は約5％増加

令和6年度
（2024年度）

全体

19%

8%
3%0%

68%

1%
アジア
北米
欧州
中南米
全世界
その他

うち実写（アニメ除く）

令和6年度
（2024年度）

実写は全世界が約7割を占める

参考
(回答者全体)

288.5
393.5

444.5
519.4 525.0

571.1
655.6

756.2

741

978.3

1301.594

169.0 

176.4

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2024

857億円

1477.8

1147.3

835.8

：実写
：アニメ

• 2024年度の放送コンテンツ海外輸出額（アンケート回答実績）は約1147.3億円（前年度比311.5億円増）。
引き続き海外輸出額の大部分を「アニメ」が占めるが、「ドラマ」「バラエティ」などの実写も拡大。

• 我が国の放送コンテンツ関連海外売上高の成長率を世界の映像コンテンツ市場（年平均成長率約８％（予測）
※）以上に引き上げ、2025年度までに海外輸出額を857億円（2020年度比1.5倍）とする目標は達成。



19衛星放送の概要

東経110度CS放送
（HD42番組、SD12番組）

BS放送
（8K1番組、4K9番組、

HD26番組）

東経124/128度CS放送
（HD128番組）

三波共用受信機・共用アンテナ
により視聴可能

専用受信機・専用アンテナ
により視聴可能

※ HD：ハイビジョン画質
 SD：標準画質
（2026.4.1現在）

NHK衛星契約
2,169万件（2025.３末）

WOWOＷ
216.7万件加入（2026.３末）

スカパー!（旧スカパー！ｅ２）
186.5万件加入（2026.3末）

プレミアムサービス（旧スカパー！）
53.2万件加入（2026.3末）

• 衛星放送には、BS放送、東経110度CS放送、東経124/128度CS放送の３種類のテレビジョン放送があり、映画、
スポーツ、ドラマ、ドキュメンタリーなど多様な番組を提供。

• 衛星放送に係るインフラコストを削減するため、次期放送用衛星はBS･CS共同衛星とする免許方針。



20有料の衛星放送（WOWOW、スカパー！）の加入件数 

279.1
268.0

256.0 246.7
236.0

216.7218.3 217.1 210.8 203.8 195.8 186.5

0

50

100

150

200

250

300

350

加
入
件
数
（万
件
）

年度末

WOWOW スカパー！

• 衛星放送の加入件数は減少傾向にある。



21民放BS4Kの撤退表明
• BS民放5社においては、４K放送について、次回の衛星基幹放送業務の認定の更新（2027年１月）を行わない

方針を表明している。
赤枠：終了の方針を表明している番組【 BS放送（右旋）のテレビ番組のチャンネルの現状 】



22ケーブルテレビの普及状況

※2024年度末現在
※普及率は、2026年1月1日現在の住民基本台帳世帯数から算出
※縮尺の関係で、一部島嶼部の記載を省略

• ケーブルテレビ加入世帯数は年々増加しており、2024年度末時点で約3,188万世帯、普及率は約52.0％に達し
ている。

• 都道府県別で見た場合には、三大都市圏及び九州地方を中心に高い傾向にある。

943

1788

2471

2817
2996 3121

70

101

95
67

20.0

35.9

48.0

52.2 52.3 52.0

20.0

35.9

46.7

50.4
50.7

50.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

1999年度 2004年度 2009年度 2014年度 2019年度 2024年度

RF方式

IPマルチキャスト方式

普及率

普及率（RFのみ）

（万世帯） （普及率％）

ケーブルテレビの加入世帯数・普及率の推移 都道府県におけるケーブルテレビ普及状況
（自主放送を行うものの普及率）
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光ファイバ等
中継

親局 ミニサテライト局 共聴施設小規模中継局大中規模中継局

中継 中継

地上放送ネットワークインフラ

全国局数 約200局 約1,400局 約7,300局 約3,300局 約15,000施設

カバー人口多 少

維持コスト 高低

• NHKと民放による中継局の共同利用・ブロードバンド代替等を進めることで、当面の間は小規模中継局等の維持は
なされる見込み。一方、今後の更なる地域の人口減少等により、将来的に現在の放送ネットワークインフラを維持して
いくことが困難となるおそれ。 

• 辺地共聴施設は、放送の難視聴解消を目的として、地域住民等により共同で設置。設備の老朽化や組合員数の
減少等により、地域住民等による維持管理が困難となってきている。



24中継局の共同利用・ブロードバンド等代替

親局 ミニサテ局

中継光ファイバ等

小規模局大規模局・重要局

中継 中継

地上基幹放送事業者A

共同利用として制度上可能となる最大範囲

一の放送対象地域
（都道府県等）

親局 ミニサテ局小規模局大規模局・重要局

地上基幹放送事業者Ｂ 親局 ミニサテ局小規模局大規模局・重要局

地上基幹放送事業者Ｃ 親局 ミニサテ局小規模局大規模局・重要局

地上基幹放送事業者と異なる者（共同利用会社）が、
中継局の免許人となり、その中継局をまとめて運用・管理

中継局の共同利用

例：ケーブルテレビや配信サービス放送局

放送対象地域

小規模
中継局等 受信点

有線回線・
設備

放送局

放送対象地域

ブロードバンド等代替

• 地上波の基幹放送事業者の中継局を一括で保有・運用し、維持コスト負担軽減を図るため、NHKと民放の共同
利用会社（J-BN※ ）が設立されている。
※株式会社日本ブロードキャストネットワーク（2024年12月、NHKの100%出資により準備会社として設立）

• 地上波の基幹放送事業者においては、放送ネットワークの維持コスト負担軽減を図るため、小規模中継局等を有
線一般放送（ケーブルテレビ、IPマルチキャスト）や配信サービスで代替を行うことも検討している。



25公共放送の役割
• NHKは、受信料を財源とする「公共放送」として、民間放送には課せられていない特別の役割を担っている。

「公共放送」の役割
• あまねく日本全国において受信できるよう措置（全国に居住する国民に対して「公共放送」の役割を果たす）
• 豊かで、かつ、良い放送番組の提供（とりわけ、文化水準の向上に寄与すること、地方向け番組を有すること、文化の保存・育成・普及に役立つこと）
• 放送番組及び番組関連情報の配信（インターネットを通じて放送番組を提供する）
• 放送及び受信の進歩発達のための調査研究（技術・産業及び文化面で放送界を先導し、放送界全体に貢献する）
• 国際放送（海外同胞向けの報道・娯楽番組を有する、我が国文化・産業等を紹介し我が国に対する正しい知識を培い・普及する）

国内基幹放送の実施
地上波放送（総合・Eテレ）、BS放送（BS、BSプレミアム4K、BSプレミアム8K）、AMラジオ、FMラジオ

豊かで、かつ、良い
放送番組の提供（例）

あまねく日本全国において受信できるよう措置

①生命・身体の維持
災害報道

②社会の多様性・自律を助ける
教育・教養番組、福祉番組

③国民的な娯楽
紅白歌合戦、大河ドラマ
④民主主義の維持

ニュース、ドキュメンタリー
⑤地域社会の維持

地域ニュース、列島ニュース
⑥文化の保存・育成・普及

伝統芸能番組、NHKアーカイブス

国際放送

４K・８Kの普及促進

AR、VR技術の研究

字幕の自動生成、手話CG

NHKワールドJAPAN
※外国人向け

NHKワールド・プレミアム
※邦人向け

NHKワールド・ラジオ日本ハイブリッドキャスト

放送及び受信の進歩発達
（例）

同時配信

放送番組及び
番組関連情報の配信

見逃し配信

番組関連情報



26NHKの現状

■  2023年10月の受信料値下げにより、受信料収入は減少傾向。
    支払率も低下傾向にある。地上契約は月額1,100円、
    衛星契約は月額1,950円。

2026年３月末の
受信料の支払い状況

受信契約対象数
5,022万件

支払数
3,893万件
（77.5％）

未収数
174万件
(3.5％)

国内基幹放送

必須業務（目的達成業務）

任意業務（できる業務）

■ 任意的配信業務
        （放送の日から１週間経過した放送番組をインターネットで配信する業務等）

⇒NHKは実施基準を作成し、総務大臣の認可を受けることが必要 等

必要的配信

■ テレビジョン放送（衛星）
     外国人向け英語放送「NHKワールド JAPAN」
     邦人向け日本語放送「NHKワールド・プレミアム」

■ ラジオ放送（地上（短波・中波・FM）、衛星）
17言語による外国人向け放送「NHKワールド JAPAN」

     日本語による在外邦人向け放送「NHKワールド・ラジオ日本」
等

■ テレビジョン放送
地上放送2ch
（総合・教育）
衛星放送3ch
（BS・BSプレミアム４K・BS８K）

■ ラジオ放送２ch
（AM・FM）

■ 同時配信
見逃し配信
（放送後１週間以内）
番組関連情報の配信

■ 放送に関する研究

その他

国際放送 注１）2020年10月から地上、衛星契約ともに受信料額を2.5％引下げ。
注２）2023年10月から地上、衛星契約ともに受信料額を１割引き下げ。

NHKの業務 受信料収入と支払率

決算 予算

未契約数
955万件
(19.0％）



27NHKの主な配信業務
• 2025年10月１日から、テレビ（同時・見逃し）、ラジオ（同時・聴き逃し）、番組関連情報を必要的配信業務として

配信するほか、一部番組の見逃し・聴き逃しを任意的配信業務として配信。

・地上波（総合・教育）
の放送番組の同時配
信及び見逃し配信
（１週間）サービス。

らじる★らじる
・ラジオ放送（AM、
FM）の同時配信、聴
き逃し配信

・番組関連情報の配信

NHK ONE ニュース・防災

・災害情報、主要ニュース等の
同時配信、見逃し配信

・番組関連情報の配信

NHKワールドJAPAN
・特定の番組の一週間を超えた
見逃し配信

2025年度予算 99億円（2025年10月以降）
2026年度予算 196億円

必要的配信業務

2024年度予算 55億円（3号有料業務含む）
2025年度予算 55億円（3号有料業務含む）
2026年度予算    63億円（3号有料業務含む）

・衛星放送の一部番組も含む放送番組を、放送から１週間後に、
2～3週間程度又は期間を定めずに提供するオンデマンド配信サービス。

・有料（月額990円か1本あたり110円～330円）

ＮＨＫオンデマンド
・会員登録者数（外部提供事業者を除く）は
約379万人（2026年３月末時点）。

・ 22,000本以上の番組を提供
（2026年３月末時点）。

任意的配信業務（2号有料業務）

2025年度予算 ３億円（2025年10月以降）
2026年度予算 ８億円

任意的配信業務
（２号受信料財源業務）

らじる★らじる
・ラジオ放送（ＡＭ、ＦＭ）の特定の番組
の一週間を超えた聴き逃し配信

NHKワールドJAPAN
・国際放送（テレビ・ラジオ）の見逃し配信、
聴き逃し配信

・番組関連情報の配信

NHKゴガク
・語学番組のラジオストリーミングに
よる一週間を超えた配信

NHK for School
・教育番組の一週間を超えた見逃し配信

NHK ONE for School
・教育番組の見逃し配信
・ラジオ教育番組の聴き
逃し配信

・教育コンテンツの提供

NHKゴガク

・語学番組の聴き逃し配信
・語学の学習コンテンツの提供

※青枠のサービスは、サービスを利用した場合、受信契約が必要。
NHK ONEのアカウント登録が求められる。アカウント登録が確
認できない者・受信契約を確認できない者には、画面上にそれ
らのお願いメッセージが表示される。

 番組の同時配信や見逃し・聴き逃し配信、ニュース記事や動画などを一つにまとめた新しいインターネットサービス（NHKワールドJAPANを除く）。
 NHK ONEの受信契約確認済みのアカウント数は、約362万件（2026年３月末時点）。NHK ONE

NHKプラス



28デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会
座長： 三友仁志教授

適正な製作取引の推進に関する検証・検討会議（座長：舟田正之教授）(2018.10～)
・下請取引に関するガイドライン（適正な製作環境に関する改正を含む。）

⇒ 2024.10 改訂版公表

（第３期）（R6.3～R6.12）

（第１期）（R3.11～R4.8）
① 放送ネットワークインフラのコスト低減
（共同利用型モデル、BB代替、マスタークラウド化）

② 放送コンテンツのインターネット配信
（NHKのネット配信業務、放送コンテンツの価値の浸透 等）

③ 経営基盤の強化
（マス排見直し、複数地域の放送番組同一化）

（第２期）（R4.11～R5.10）
① 衛星放送・ケーブルテレビ

→インフラコストの削減について衛星放送WGで議論
② 放送用の周波数の有効利用（放送大学の地上放送跡地）
③ 放送の真実性・信頼性の確保（訂正放送）
④ 民放の情報開示の在り方（コーポレートガバナンス）
⑤ その他（AM局のFM転換 等）

① 放送の将来像（放送の価値、放送概念 等）
② BB代替（制度的検討）
③ AM放送（AM局運用休止、FM転換 等）
④ 継続的な検討課題

公共放送WG 主査：三友仁志教授

※ 過去の取りまとめ
・ １次：2022.8
・ ２次：2023.10
・ ３次：2024.12

BB代替作業チーム 主査：伊東晋名誉教授

コンテンツWG 主査：山本龍彦教授

衛星放送WG 主査：伊東晋名誉教授 （2023.11～）

日本放送協会のインターネット活用業務の競争評価に関する準備会合（2023.11～）
⇒ 2024.11 「検証会議」に移行

（2022.2～）

（2022.9～）
※ 過去の取りまとめ
・ １次：2023.10
・ ２次：2024.2
・ ３次：2025.12

※ 過去の取りまとめ
・ １次：2023.10
・ ２次：2024.12

（2022.12～）

※ 2022.8取りまとめ

※ 2023.10取りまとめ

※ 2024.12取りまとめ

放送・配信コンテンツ産業戦略検討チーム 主査：内山隆教授

（2025.3～）

広域大規模災害を想定した放送サービスの維持・
確保方策の充実・強化検討チーム 主査：三友仁志教授

（2025.2～）

※ 過去の取りまとめ
・ １次：2024.12
・ ２次：2025.12

（第４期）（R7.4～）
① 地域における放送事業者の経営基盤と地域情報の確保
② 放送番組のインターネット配信の在り方
③ インターネットを含めた情報空間全体における放送の在り方
④ 今後の検討課題

※ 取りまとめ 2025.9

※ 取りまとめ 2025.8

※ 2026.5取りまとめ
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○ローカル局の経営基盤の強化
・地上テレビ放送について、多元性・   

多様性・地域性の確保に留意しつつ、
ローカル局の経営の選択肢の拡大のため、
同一放送対象地域内の複数局の兼営・ 
支配を認めることが適当。

・基幹放送普及計画について、実態に即し
た放送系の数の目標の修正等、現状や 
課題に即したアップデートを行うことが
適当。

○放送番組への接触機会の確保
・ネット空間において様々な問題が顕在化する中、放送が果たす

役割に期待。
・一部の国で、ＣＴＶ上で放送コンテンツを優先表示するプロミ

ネンス制度が導入・運用。その効果の可視化が必要。

○放送インフラの整備・維持
・地上テレビについては、中継局の共同利用やブロードバンド等

代替などの放送ネットワークの効率化に向けた取組が進行中。

・衛星放送については、ネット配信サービスの伸展等を踏まえ、
ビジネスモデルの再検討等やインフラの効率化が課題。

・広域大規模災害を想定した放送サービスの維持・確保に関する
取組を進めることが重要。

○視聴データの利活用
・収益増に資する広告の高度化等につながることが期待されるが、

現時点で放送事業者間で考え方に差異がある。

○テレビ番組のネット配信
・多くの放送事業者が番組配信を実施し、

収益源の拡大・多様化に資すると期待
されるが、特にローカル局においては
配信する権利を有する自社制作番組が
少ないという課題。

○ラジオ番組のネット配信
・既に全番組の同時配信が実現している

ラジオのうち、ＡＭ局については、
ＦＭ転換及びＡＭ局廃止に向けた取組と
して、ＡＭ局運用休止の特例措置による
検証を実施中。その際、ネット配信に
よるカバーも考慮。

・ＦＭ中継局を廃止する場合について、
事業者等はＡＭ局と同様の措置を要望。

○ローカル局の経営状況
・ローカル局には地域情報発信の主な

担い手としての役割が期待。一方、人口
減少等によって、経営は厳しい状況。

○地域情報の発信に関する取組
・各放送事業者は、自社で番組を制作して

放送するほか、ネット配信等を通じて
地域情報を発信。特にローカル局に
ついては、地域情報の収集及び発信が、
その存在意義。

・キー局等と比較して、ローカル局の
自社制作番組比率は低い傾向。一方、
自社制作番組の拡大が必ずしも収益増に
つながらない状況。

・地域情報の担い手として、ケーブルテレ
ビやコミュニティ放送の役割も重要。

・放送は、国民の知る権利を実質的に充足し、健全な民主主義の発達に寄与するものであり、第１次取りまとめにおいては、取材や編集に裏打ちされた信頼性
の高い情報発信、「知る権利」の保障、「社会の基本情報」の共有や多様な価値観に対する相互理解の促進という価値があると示した。

・一方、視聴者のテレビ離れや民間放送事業者の主たる収益源である広告費の減少など放送を取り巻く環境の変化によって、国民・視聴者における情報の入手
及び視聴の対象が、放送からインターネットへと移行しつつあり、今後もこのような動きは加速すると考えられる。

○テレビ番組のネット配信
・番組のリーチや収益源の拡大・多様化に

向けて、ネット配信を進めることが期待。
その前提として配信可能な自社制作番組
の拡大に資する取組を進めることが適当。

○ラジオ番組のネット配信
・ＡＭ局については、ＦＭ転換及びＡＭ局

廃止に必要な制度整備に向けた具体的な
検討を進めることが適当。ＦＭ局に    
ついては、まずは自治体や住民等の反応
を把握する取組を行うことが適当。

○放送番組への接触機会の確保の在り方
・プロミネンスについては、各国の状況や放送の定義等を踏まえ

つつ、目的や対象、実施手法等について、更なる検討を行う 
ことが適当。

○放送全体の将来的なインフラの在り方
・ネット配信の拡大を見据えつつ、情報伝達手段の重層化という

観点も踏まえ、放送全体の将来的なインフラの在り方について、
更なる検討を行うことが適当。

○視聴データの利活用
・業界全体での利活用に資するよう、引き続き、関係者間で検討

を行うことが適当。

第１章 放送を取り巻く環境の変化

第２章 地域における放送事業者の
経営基盤と地域情報の確保

第４章 インターネットを含めた
情報空間全体における放送の在り方

第３章 放送番組の
インターネット配信の在り方

第５章 今後の方向性

デジタル時代における放送の将来像と制度の在り方に関する取りまとめ（第４次） 概要



30本日ご議論いただきたい事項

 情報空間が多様化する中での放送の価値・役割について

 放送サービス・産業、放送インフラ、公共放送（ＮＨＫ）のあるべき姿について

 放送の価値・役割、あるべき姿を踏まえて、考えられる施策の方向性について

※ 今回は、放送の価値・役割、あるべき姿を中心にご意見いただきたい。
（考えられる施策の方向性については、次回以降ご議論いただくことを想定）  

（考慮いただきたい要素）
・ 情報空間の現状（国民のメディアへの接触状況、多様な情報発信主体）
・ 将来に向かっての社会変化（少子高齢化、地域の人口減少）

      ・ メディア市場の動向（広告市場の現状、配信サービスの台頭）
・ 情報・コンテンツの内容（報道～エンタメ）
・ 各放送サービス／インフラの別（地上テレビ、ラジオ、衛星放送、有線放送等）
・ 経営主体の別（キー局～ローカル局）
・ 公共放送／民間放送の別
・ 平時／災害時等緊急時の別
・ 視聴者目線／供給者の視点


